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○近畿地区用地対策連絡協議会の概要
●本会は、公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の趣旨に鑑み、近畿地区における公共事業の用地取得に関する
損失補償基準の運用の調整及び用地取得計画の調整並びに用地補償に関する調査、研究、広報等の共同活動を行
い、もって公共用地の取得と公共事業の円滑な推進に寄与することを目的として、昭和４０年に設立された組織です。

●本会の会員は、近畿地区に存する国の機関、独立行政法人、特殊会社、府県（指定都市を含む）、これらに準ずる者、
その他理事会の推薦する者となっています。

●本会は、上記の目的を達成するために次の活動を行います。

(1)公共用地の取得に関する損失補償基準の運用について、相互の連絡調整を図るとともに用地事務に関する
共同調査研究を行うこと

(2)総合的な用地取得計画の調整を図り、用地補償に関する広報宣伝活動を行うこと
(3)用地補償に関する刊行物の編集及び刊行に関すること
(4)用地補償に関する研究会等の開催に関すること
(5)別に定める表彰規程により表彰を行うこと
(6)その他本会の目的達成のため必要な事業を行うこと

参考資料 組織の概要

○近畿地区土地政策推進連携協議会の概要
●「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」において決定された「所有者不明土地等対策の推進に関
する基本方針」を踏まえ、全国１０地区において、地方整備局、法務局、地方公共団体、関係士業団体等からなる「所
有者不明土地連携協議会」が平成３１年に設置されました。
令和４年に、構成員を拡大し活動内容を土地政策全般へと広げて、新たに「土地政策推進連携協議会」として発展的
に改組しました。

●本会では、所有者不明土地法の円滑な施行、関係諸制度の周知や活用の支援、用地業務のノウハウの提供・共有、
地籍調査の推進といった土地に関するテーマを広く取り扱いながら、所有者不明土地問題を始めとした土地に関する
課題解決や地域づくりに取り組む地方公共団体を支援していきます。

●本会の構成員は、近畿地方整備局、地方法務局、地方財務局などの国の地方機関、都道府県、政令市、関係士業

団体、不動産関係団体等です。
また、本会の準構成員は、近畿地方整備局管轄区域（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）の
市町村となっています。



参考資料 近畿地区用地対策連絡協議会の構成

構 成

構成：国土交通省、農林水産省、電気事業連合会、水資源機構等中央省庁等27会員
（会長：国土交通省大臣官房土地政策審議官
事務局：不動産・建設経済局土地政策課公共用地室）

目的：公共用地の取得に関し、会員相互間の連絡調整を行い、公共用地取得の適正化と
円滑化に寄与する。

中央用地対策連絡協議会

構成：国、府県・政令指定市、鉄道会社、公社等、
近畿地区の公共事業者４２会員
（会長：近畿地方整備局長）
（事務局：近畿地方整備局用地部）

目的：用地取得に関する損失補償基準の運用の
調整及び用地取得計画の調整、用地補償に
関する調査、研究、広報等の共通活動により、
公共用地取得の適正化と円滑化に寄与する。

近畿地区用地対策連絡協議会 用地対策連絡会全国協議会

構成：各地区用地対策連絡協議会
（事務局：関東地方整備局用地部）

目的：公共用地取得促進のため調査・研究
等、各種損失補償基準等の運用及び
損失補償算定標準書等について、全
国統一方針を検討

構成：府県における公共事業施行者（市町村等）

各府県用地対策連絡協議会

連絡調整

指導助言・
連絡調整

連
合



参考資料 近畿地区用地対策連絡協議会の会員（令和６年４月１日現在）

国土交通省近畿地方整備局
会 長：近畿地方整備局長
常任理事：近畿地方整備局用地部長 
事務局：用地部用地補償課

農林水産省近畿農政局 
国土交通省近畿地方整備局港湾空港部
防衛省近畿中部防衛局
国土交通省大阪航空局
独立行政法人水資源機構関西・吉野川支社
独立行政法人都市再生機構西日本支社
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

北陸新幹線建設局
阪神高速道路（株）
西日本高速道路（株）関西支社
関西エアポート（株）
日本貨物鉄道（株）
福井県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県

京都市
大阪市
堺市
神戸市
豊中市
滋賀県土地開発公社
京都府土地開発公社
大阪府土地開発公社
兵庫県土地開発公社
奈良県土地開発公社
和歌山県土地開発公社
関西電力（株）
関西電力送配電（株）
北陸電力（株）
北陸電力送配電（株）福井支社
電源開発（株）水力発電部西日本支店
西日本旅客鉄道（株）大阪工事事務所
近畿日本鉄道（株）
南海電気鉄道（株）
阪急電鉄（株）
京阪電気鉄道（株）
阪神電気鉄道（株）
関西高速鉄道(株)

（合計４２会員）



参考資料 土地政策推進連携協議会の概要
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